
事業税の申告の期限・方法 

 個人事業税は個人が営む事業のうち、地

方税法等で定められた事業（法定業種）に

対してかかる税金です。 

 課税対象は前年中の事業の所得です。所

得税や住民税の申告書を基に地方自治体が

計算し税額を通知してくるので、個人が改

めて事業税の申告をする必要はありません。

（ただし、年の中途で事業を廃止した場合は

廃止の日から所定の期限内に申告をしなけ

ればなりません） 

事業税を納める時期と方法 

 事業税を納める時期は、原則として 8月

と11月の年2回（第1期納期限8月31日、

第2期納期限11月30日（※休日の場合は

その翌日））です。 

 8月に都道府県税事務所から送付される

納税通知書により各納期に納めます。事前

に口座振替の手続きをしていれば納期限日

に口座振替により納税されます。また、Pay-

easy(ペイジー)やクレジット納付の選択も

できますが、納付期限は変わりません。 

事務所移転の管轄変更で通知が遅れた場合 

 個人事業主Ａさんは、8月になったので事

業税の納付をしなければと思い立ち、事業

税の納付書を探したのですがどこにもあり 

ません。同じく地方自治体から課される個

人住民税は通知書もあり 6月に納付ができ

ていました。紛失してしまったのかと思い、

再発行依頼のため都税事務所に電話しまし

た。すると、「事業者の移転にかかる都税事

務所内の納付書発行手続きがまだ終わって

おらず、納期限も8月31日ではなく通知書

に記載される日付（おそらく9月30日）と

なる」という説明がありました。 

 Ａさんは2022年2月に都内Ｓ区からＭ区

に事業所を移転し、所得税の申告書をＭ税

務署に提出していました。個人住民税は 1

月 1日に居住していたＳ区から納税通知書

が届いていたので、事業税の通知もＳ都税

事務所から届くと思い込んでいましたが、

所得税申告書を提出した税務署経由でＭ都

税事務所に送達される流れであるため、都

税事務所内の手続きが遅れていたようです。 

 事業税を規定している地方税法でも「特

別の事情がある場合においては、これと異

なる納期」とあり、また、「納税者に交付す

べき納税通知書は、遅くとも、その納期限

前十日までに納税者に交付しなければなら

ない」ともあるので、納期限が8月31日で

はなく先となったようです。 
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事務所移転等で課税通知が遅

れた場合の事業税の納付期限 

税金も社会保険も、「納付書が届い

ていない？ なくした？」と思った

ら管轄事務所に電話で問い合わせ

ましょう。解決の早道です。 
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